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　民法部会が公表した中間試案によれば、遺
産分割の見直しでは婚姻期間が長期間にわた
る場合等、被相続人の財産の形成に対する配
偶者の貢献が大きいものと考え、配偶者の相
続分を増やす提案がなされていた。
　具体的には、（1）被相続人の財産が婚姻後
に一定の割合以上増加した場合に、その割合
に応じて配偶者の具体的相続分を増やす考え
方、（2）婚姻成立後一定期間が経過した場合
に、その夫婦の合意により（被相続人となる
一方の配偶者の意思表示により他方の）配偶
者の法定相続分を引き上げることを認める考

え方、（3）婚姻成立後一定期間の経過により
当然に配偶者の法定相続分が引き上げられる
とする考え方−の3案である。
　仮に法定相続分の見直しが行われることに
なれば相続税実務に影響を及ぼすことは必至
であり注目されていた。
配偶者以外も財産形成に貢献
　しかし、中間試案に対しては、「配偶者の
相続分を現行制度以上に引き上げなければな
らないとする立法事実が明らかでない」「被
相続人の財産形成に貢献し得るのは配偶者だ
けではない」「夫婦の関係や配偶者の貢献の

　法制審議会の民法（相続関係）部会では、民法（相続関係）等の改正に関する要綱案を策
定中だ。要綱案では、配偶者保護のための方策として婚姻期間が20年以上である場合、居
住用不動産を贈与した場合については、民法903条3項に規定する持戻しの免除の意思表示
があったものと推定することとされている。平成28年6月21日に公表された「民法（相続
関係）等の改正に関する中間試案」では配偶者の相続分を増やす提案がなされていたが見送
られることとなっている。

法定相続分見直しなら影響も中間試案には反対意見が多数

　法制審議会で相続関係の民法の見直しを行う契機となったのが平成25年9月4日付けの最高
裁判所の決定だ。同判決は、非嫡出子の法定相続分を嫡出子の2分の1とすると定めていた民法
900条4号ただし書の規定について違憲と判断したもの。この違憲判断を受けて民法の一部改
正（民法900条4号ただし書を削除）が行われたが、当初、自民党内では、法律婚を尊重する
日本の家族制度が崩壊するなどと反対。最終的には政府が相続法制等のあり方について検討を行
うことで前述の民法改正に至っている。

民法の相続法制見直しの契機は非嫡出子の法定相続に関する最高裁決定

婚姻期間20年で居住用不動産の贈与特例

法制審民法（相続関係）部会、
配偶者の相続分引上げは見送り
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配偶者は居住用財産分だけ多く取得することが可能

程度は様々であって、そのような差異を過不
足なく反映する制度を設計することは困難」
「配偶者の貢献を相続において考慮するため
には、一律に配偶者の相続分を引き上げるの

ではなく、遺言や寄与分制度など、他の方法
による方が妥当」などの反対意見が多数寄せ
られており、配偶者の相続分を引上げるとい
う見直しについては見送りとなっている。

　しかし、配偶者の死亡により残された他方
の配偶者の生活保障の必要性は高まっている
ことに配慮。今回の見直しでは婚姻期間が
20年以上である配偶者の一方が他方に対し、
居住用不動産の全部又は一部を贈与等した場
合については、民法903条3項の持戻しの
免除の意思表示があったものと推定する取扱
いとする方向となっている。
　現行、相続人に対する贈与については、通
常、特別受益に当たるものとして、相続（遺
産分割）の場面においては、特別受益の持戻
し計算を行うことになる（民法903条1項）。
この点、持戻し計算を行った場合には、いわ
ゆる超過特別受益が存在する場合を除き、結
果的には法定相続分を超える財産の取得をす
ることはできない。

　しかし、被相続人が特別受益の持戻し免除
の意思表示をした場合には、特別受益の持戻
し計算をする必要はなくなることにより、生
前贈与を受けた相続人は、より多くの財産を
最終的に取得できることとなる（民法903
条3項）（表参照）。今回の見直し案によれ
ば、配偶者は居住用不動産分だけより多くの
財産を取得することが可能になる。
税務上も婚姻20年以上で特例
　なお、税務上、婚姻期間が20年以上の夫
婦の間で居住用不動産を取得するための金銭
の贈与が行われた場合については、基礎控除
（110万円）のほかに最高2,000万円まで控
除できるという贈与税の特例が手当てされて
いる（相法21条の6）。
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【図2】課税当局が主張した算定方法（裁判所支持）

（出典：金融庁公表資料に基づき作成）

③自己株式（34万株）

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。
※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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  固定資産譲渡益 400
譲渡損益調整勘定繰入額 400 譲渡損益調整勘定 400

「1株当たりの利益金額」に加算する必要なし

譲渡損益調整勘定 400 譲渡損益調整勘定戻入額 400
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事業者
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特定業務施設整備計画」

日本

妻
被 告
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⑤R社から納税者への配当
と判断。納税者が無申告
であったため、更正処分。

③不動産の譲渡による譲渡
益課税として、約29万
ユーロを申告納付。

（出典：政府税制調査会）

【図2】納税者（原告）の主張と裁判所の判断

【図】所得拡大促進税制の概要

【図】事案の概要

【図】他の税制との適用関係

【図表】相談役・顧問が果たしている役割

【図】「別訴判決」の概要と更正の請求をめぐる東京地裁の判断

■太線は、更正の請求ができる年分
■網掛は、増額更正ができる年分
■白抜は、増額更正ができない年分
■点線は、更正の申出ができる年分

R社※ J社

①フランス国内の
不動産等を譲渡

②売却代金
　（約120万ユーロ）

※　R社は、パナマ国の法律に基づき設立された法人であり、納税者が唯一の株主である。R社の代表者には、納税者の長女が就任している。
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【図1】納税者が主張した算定方法
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納税者（原告）が個人で
所有する事業用土地を
売却。買換特例の適用
を顧問税理士（被告）に
依頼。

納税者（原告）は、新たな顧
問税理士の指導のもと、修
正申告書を提出。過少申告
加算税63万円、延滞税27
万円が発生。

納税者（原告）は、取得
期限までに買換資産を
取得せず。

→修正申告が必要に

顧問税理士
（被告）が修
正申告書の
提出を失念。

公益法人

A社株
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（相続人）

税務署

裁判所 顧問税理士（被告）
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（納税者）

店舗管理人

納税者（原告）

相続人（原告）

　国税通則法23条2項1号は、「その申告(中略)に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実」
について、申告者その他の関係者がこれと異なる事実である旨を確認したり、合意をしてその内容がその申告
に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実をもたらすことになったりした場合に、
それだけでは更正の請求をすることはできないが、判決等によりその申告に係る課税標準等または税額等の計
算の基礎となった事実と異なる事実が確定され、判決等に基づく法律関係が構築され、経済、社会生活上も
当該法律関係を前提とすることになる場合には、同項に基づく更正の請求をすることができる旨を定めている。
　同号の文言および趣旨に鑑みれば、「判決により、その事実が当該計算の基礎としたところと異なることが確
定したとき」とは、その申告に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実を前提とす
る法律関係が判決の主文で確定されたときまたはこれと同視できるような場合をいうものと解するのが相当である。
（下線・編集部）

東京高裁が示した法令解釈（「判決」該当性の判断基準）

国が設定した貸付料は適正
額を大幅に上回るもの。適正額と
の差額の返還を求める訴訟を提起。

❺

❶

貸付金の振替は貸付金の免除
に該当。債務免除は、医療法人
から理事長への「賞与」と認定。
源泉所得税の賦課決定処分等。

顧問税理士（被告）は、修正申告を
怠った点に債務不履行あり。過少申
告加算税相当額を損害賠償請求。

❷
過少申告加算税63万円、延滞
税27万円に相当する90万円の
賠償命令。

地方税法701条の30（事業所税）
　指定都市等は、都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てるため、事業所税を課するものと
する。
地方税法701条の32（事業所税の納税義務者等）
　事業所税は、事業所等において法人又は個人の行う事業に対し、当該事業所等所在の指定都市等において、
当該事業を行う者に資産割額及び従業者割額の合算額によつて課する。
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【図2】納税者（原告会社）が修正申告するまでの主な経緯

取得期限の延
長承認を申
請。税務署が
受理。

税務署の指導のもと、
買換資産を平成21年4
月30日付けで取得した
ものとした修正申告書
を提出。過少申告加算
税等500万円が発生。

同日までに買換
資産を取得でき
なかったため、
取得期限の再
延長を申請。

税務署は再延
長を認めず。
平成21年4
月期決算の修
正申告を出す
よう指示。
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貸主が出国により「居住者」
から「非居住者」に

借主（納税者）に賃借料に
係る源泉徴収義務が発生

店舗・敷地を貸付け

賃借料

貸主出国の4か月後、
貸主が「非居住者」に
なった旨を連絡

期限後納付を
理由に不納付
加算税を賦課

不納付加算税は違法
（判断のポイントは下
表を参照）

賃借料に係る
源泉所得税を
期限後納付

❸外国の税務当局に対して
まとめて定期的に情報提供

税務署

国税不服審判所

❶

❷

❶

相続人
（納税者）

本件株式の時価を＠1,083円
とする内容で相続税申告。

裁判所税務署

東京地裁

時価（＠1,083円）と譲渡価
額（＠642円）の差額を関係
会社へ求める訴訟を提起。

❷
本件株式の評価額を＠642円
へ修正する旨の更正の請求。❹

更正の請求を認めず。

被相続人と関係会社との
間で本件株式を＠642円
で譲渡する旨の合意あり。
請求棄却（別訴判決）。

❸

「別訴判決」は「判決」（通則法23②一）に該当。
税務署の処分の取り消しを求める訴訟を提起。❻❼「別訴判決」は「判決」（通則法23②一）

に該当せず。請求棄却。

国 税 庁

A国の税務当局
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日本人・乙

日本人・甲

報告

報告

A国人
（A国居住者）

B国人
（B国居住者）

日本

A国

A国

B国

B国

C国

A

B

C国の金融機関

甲の口座情報

乙の口座情報
丙の口座情報

日本法人・丙

外国の金融機関に口座を保有する日本居住者（個
人・法人等）の情報（名前、個人番号・法人番号（マ
イナンバー）、口座残高、利子・配当等の年間受取
総額等）が、外国の税務当局から国税庁に集まる。

乙の口座情報

甲の口座

乙の口座

丙の口座

A

B

論 点

論 点

論 点

事業スキーム

（出典：公正取引委員会資料）
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　国税通則法23条 2項 1号は、「その申告（中略）に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実」
について、申告者その他の関係者がこれと異なる事実である旨を確認したり、合意をしてその内容がその申告
に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実をもたらすことになったりした場合に、
それだけでは更正の請求をすることはできないが、判決等によりその申告に係る課税標準等または税額等の計
算の基礎となった事実と異なる事実が確定され、判決等に基づく法律関係が構築され、経済、社会生活上も
当該法律関係を前提とすることになる場合には、同項に基づく更正の請求をすることができる旨を定めている。
　同号の文言および趣旨に鑑みれば、「判決により、その事実が当該計算の基礎としたところと異なることが確
定したとき」とは、その申告に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実を前提とす
る法律関係が判決の主文で確定されたときまたはこれと同視できるような場合をいうものと解するのが相当である。
（下線・編集部）

東京高裁が示した法令解釈（「判決」該当性の判断基準）

貸主が出国により「居住者」
から「非居住者」に

借主（納税者）に賃借料に
係る源泉徴収義務が発生

店舗・敷地を貸付け

❶
減額更正❷

増額更正❸ ❹

❺

東京地裁

税務署

最高裁

「増額更正に係る税額（上図③）と「減額更正に係る税額（上図②）」との差額（上図③の■部分）につ
いて、当初の法定納期限の翌日（平成21年8月）から増差税額の納期限（平成23年6月）までの期間
に係る延滞税は発生しない。　納税者逆転勝訴

内閣総理大臣

申請

認定

知事に
申請

知事の
認定

• 相続人：配偶者Ｘと子ども２人（Ｙ、Ｚ）
•遺産：居住用不動産持分１/２  3,000万円（評価額）、その他の不動産  3,000万円、預貯金  3,000万円
•Ｘに対する贈与：居住用不動産持分１/２  3,000万円（評価額）
（検討）
　被相続人死亡時点において遺産は9,000万円分しかないが、贈与された不動産が持戻し計算されると
なると、Ｘの遺産分割における相続分は、（9,000万＋3,000万）×１/２－3,000万＝3,000万円となる。
　最終的な取得額は、3,000万＋3,000万＝6,000万円となり、結局、贈与があった場合とそうでなかっ
た場合とで最終的な取得額に差異がないこととなる。

東京一極集中
の是正
地方移転
の促進

【図】本件相続の開始時における各土地の位置関係等

本件1土地
（駐車場敷地：191.67㎡）

本件2土地
（自宅敷地：2,803.75㎡）

本件7土地
（貸付地：99.00㎡）

本件6土地
（貸付地：15,422.86㎡）本件3土地

（自宅敷地：
2.45㎡）

水路

本件水路

本件4土地
（庭内神し敷地：
217.85㎡）

本件5土地
（牛舎等敷地：
1631.12㎡）

（注）本図面は、各土地の位置関係の目安として示すものであり、その形状等を正確に示すものではない。

A国の金融機関

外国の金融機関に口座を保有する日本居住者（個
人・法人等）の情報（名前、個人番号・法人番号（マ
イナンバー）、口座残高、利子・配当等の年間受取
総額等）が、外国の税務当局から国税庁に集まる。

甲の口座

【図】「別訴判決」の概要と更正の請求をめぐる東京地裁の判断

相続人
（納税者）

裁判所

時価（＠1,083円）と譲渡価
額（＠642円）の差額を関係
会社へ求める訴訟を提起。

❷
本件株式の評価額を＠642円
へ修正する旨の更正の請求。

相続した空き家を譲渡した場合の3,000万円特別控除
（譲渡価額要件：1億円以下）

相続財産譲渡時の取得費加算特例
（※1）

自己居住用財産を譲渡した
場合の3,000万円特別控除
（譲渡価額要件：なし）

（※2）

自己居住用財産の
買換え等に係る特例措置

（譲渡価額要件：1億円以下）
（※3）

❹

更正の請求を認めず。

被相続人と関係会社との
間で本件株式を＠642円
で譲渡する旨の合意あり。
請求棄却（別訴判決）。

❸

「別訴判決」は「判決」（通則法23②一）に該当。
税務署の処分の取り消しを求める訴訟を提起。❻❼「別訴判決」は「判決」（通則法23②一）

に該当せず。請求棄却。

❺

選択制

選択制

（※4）

併用可併用可
（※上限あり）

併用可併用可

※1　相続により取得した土地、建物などを、一定期間内に譲渡した場合に、相続税額のうち一定金額を譲渡資産の取得費に加算することができ
る特例（租特法§39）。

※2　マイホームを売った場合に、譲渡所得から最高3,000万円まで控除ができる特例（租特法§35）。
※3　特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例（租特法§36の2）、特定の居住用財産を交換した場合の長期譲渡所得
の課税の特例（租特法§36の5）、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（租特法§41の5）、特定居住用財産
の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（租特法§41の5の2）をいう。

※4　住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（租特法§41）との併用可能。
（出典：国土交通省）

※　同一年内
に併用する
場合、2つの
特例合わせ
て3,000万
円が控除限
度額となる。

役員経験者の立場からの現経営陣への指示・指導

業界団体や財界での活動など、事業に関連する活動の実施

顧客との取引関係の維持・拡大

社会活動や審議会委員など、公益的な活動の実施

中長期（3年以上）の経営戦略・計画についての助言

年度単位の経営計画についての助言

企業理念についての助言

本社役員の人事案件についての助言

従業員や関係会社役員の人事案件についての助言

把握していない

その他

特になし

0 100 200

0 50 100 150 200 250

241（36%）

233（35%）

182（27%）

131（20%）

92

85

81

69

91

39

29

47

（回答者数）
（出典：経済産業省「コーポレートガバナンスに関する企業アンケート調査結果」より）

【表1】ウェブ掲載事項

（1） 会社法298条１項各号に掲げる事項
（2） 会社法301条１項に規定する場合には、株主総会参考書類及び議決権行使書面に記載すべき事項
（3） 会社法302条１項に規定する場合には、株主総会参考書類に記載すべき事項
（4） 会社法305条の規定による請求があった場合には、同条１項の議案の要領
（5）株式会社が取締役会設置会社である場合において、取締役が定時株主総会の招集の通知を発すると

きは、会社法437条の計算書類及び事業報告に記載され、又は記録された事項
（6）株式会社が会計監査人設置会社（取締役会設置会社に限る。）である場合において、取締役が定時株主

総会の招集の通知を発するときは、会社法444条６項の連結計算書類に記載され、又は記録された事項
（7） （1）から（6）までの事項について修正をすべき事情が生じた場合には、その旨及び修正後の事項

【表2】株主総会の招集の通知の記載事項

ア　株主総会の日時及び場所
イ　株主総会の目的である事項があるときは、当該事項
ウ　ウェブ掲載事項に係る情報を掲載するウェブサイトのアドレス
エ　会社法298条１項３号に掲げる事項を定めたときは、その旨及び書面による議決権の行使の期限
オ　会社法298条１項４号に掲げる事項を定めたときは、その旨及び電磁的方法による議決権の行使の期限
カ 株主総会の招集の決定において以下の事項を定めたとき（定款に当該事項についての定めがあるとき
を除く。）は、その決定の内容
　・代理人による議決権の行使に関する事項
　・会社法313条第２項の規定による通知の方法

富裕層に対する
適正課税の確保

軽微な誤りの
オフサイト処理

【表】持戻し計算の具体例

（出典：法制審議会民法（相続関係）部会資料15「配偶者の居住権を保護するための方策等」を基に作成）

オフィスに係る建物等の取得
価額に対し特別償却15%又
は税額控除4%（※）《新設》
※計画承認が平成29年度の
場合は2%
（措置対象：建物、建物附属設
備、構築物）
（取得価額要件：大企業2,000
万円、中小企業1,000万円）

①増加雇用者1人当たり50万
円を税額控除

《従来の40万円に、地方拠点
分は10万円上乗せ》
②法人全体の雇用増加率
10%未満の場合でも、1人
当たり20万円を税額控除
《新設》

オ
フ
ィ
ス
減
税

雇
用
促
進
減
税

地方の
企業の
拠点拡充

オフィスに係る建物等の取得価額に対
し特別償却25%又は税額控除7%
（※）《新設》
※計画承認が平成29年度の場合は
4%
（措置対象：建物、建物附属設備、構
築物）
（取得価額要件：大企業2,000万円、中
小企業1,000万円）

①増加雇用者1人当たり最大80万円
を税額控除

《拡充型50万円に、地方拠点分は更
に30万円上乗せ》
②①のうち30万円分は、雇用を維持
していれば、最大3年間継続《新設》
③②は法人全体の雇用増がなくても、
東京から地方への移転者にも適用
《新設》

オ
フ
ィ
ス
減
税

雇
用
促
進
減
税

雇
用
促
進
減
税

東京23区からの移転
の場合、拡充型よりも
支援措置を深堀り

▼
事
例
1

　事例１において、前記贈与について持戻し免除の意思表示が認められた場合、Ｘの遺産分割における取
得額は、9,000万×１/２＝4,500万円となる。
　最終的な取得額は、4,500万＋3,000万＝7,500万円となり、贈与がなかったとした場合に行う遺産
分割より多くの財産を最終的に取得できることとなる。

▼
事
例
2

法制審民法（相続関係）部会、
配偶者の相続分引上げは見送り
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